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1．はじめに

　アイルランド共和国は，英国西部，北海道ほどの国土
に₄₇₆万人が暮らす西ヨーロッパの国である（図表 ₁）．
₁₈₁₀年より英国に併合され，イースター蜂起（₁₉₁₆年），
対英独立戦争（₁₉₁₉～₂₁年）を経て，₁₉₄₉年に共和制を
宣言（英連邦を離脱）した．その後も両国間での紛争が
続き，和平合意（ベルファスト合意）に至ったのは₁₉₉₈
年であった．首都はダブリン，公用語はアイルランド
（ゲール）語と英語である₁）．
　筆者は₂₀₁₆年 ₄ 月から ₁年間，同国で唯一の家庭科教
員養成課程である，アイルランド国立大学ゴールウェイ
校，セントアンジェラスカレッジに客員研究員として赴
任した．滞在時のフィールドワーク，体験をもとに，ア
イルランド共和国における出産と子育てについて述べた
い．

2．アイルランドの宗教と生活

　アイルランドの大きな特徴の一つとして，カトリック
信者が多いことが挙げられる．アイルランドの生活は
「宗教」なしには語ることが出来ない．
　アイルランドは，₂₀₁₁年国勢調査の₈₄.₂％から ₅年を
経て₇₈％に減少したものの，未だ国民の ₈割近くが「カ
トリック教徒」と回答するカトリック国である．それを
反映し，小学校（National School国民学校）の₉₆％，普
通中等教育学校のほぼすべてが特定の宗派により運営さ
れる私立学校であり，学校の運営母体の多くは修道会
（カトリック教会によって認可された宗教団体）が占めて
いる₂）．₁₈₃₁年に国民学校が成立し公教育制度が始まる
過程で，キリスト教会による学校運営が決定づけられ
た₃）．その後イギリスによる長い統治を経て現在も，歴
史的経緯から，学校運営における宗派の位置づけには大
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きな変化がなく，宗派が学校の生活を特色づけている．
しかし，財政面は国と地方が負担し公立に等しく，教育
は無償である．また，教育課程は，「全国カリキュラム・
評価委員会」の助言に基づき，教育大臣が決定してい
る₄）．
　アイルランドの小学校では，週に₂.₅時間以上の宗教の
時間があり，朝，昼食の前後，帰りの時間にお祈りが行
われている．宗教の時間には，アイルランド聖公会が示
したカリキュラムに準拠した統一教材が使われている₅）．
中等教育においては，宗教教育は選択教科の一つとして
位置付けられ，他教科と同様に統一カリキュラムが設け
られている．₂₀₁₅年の全国統一試験によると，前期中等
教育学校では，₄₆％の生徒が「宗教教育」を受講してい
たが，後期中等教育学校では ₂％の選択であった．しか
し，実際には後期高等学校でも多くの生徒が学校独自の
宗教教育を学んでおり，他教科とは異なる特殊な教科と
して重視されている₆）．
　町のいたるところに教会が見られ，日曜の午前にはミ
サに通う人が多い．アイルランド最大の祝日は， ₃月₁₇
日，アイルランドにキリスト教を伝えたセントパトリッ
クスの命日「セントパトリックスデー」である．国中の
いたるところで大きなイベントが開かれる．クリスマス
が国民の大変重要な宗教行事であることは言うまでもな
い．

3．人工妊娠中絶について

　宗教は，教育に限らず「出産」にも大きな影響を及ぼ
している．
　今年 ₅月₂₅日，アイルランドで人工妊娠中絶の合法化
の是非を問う国民投票が行われた．開票の結果，₆₆.₄％
の支持を得て中絶が容認されるようになったことが，我
が国でも報じられた．アイルランドでは，₁₉₈₃年の改正
（第 ₈ 回改正）により妊娠中絶の禁止が憲法に明記され
（₄₀条 ₃ 項），母体の命に危険がない限り，性的犯罪の被
害者などでも中絶が認められていない．今回の国民投票
結果を受けて，憲法改正の手続きが進められることに



なった．
　憲法₄₀条 ₃ 項の改正に関しては，筆者が滞在していた
₂₀₁₆年には既に議論が高まっており，カトリック教会を
背景とする団体により，第 ₈回改正を守るキャンペーン
が盛んに行われていた．そのキャンペーンでは，「第 ₈回
改正」を守る以下の「 ₈ つ」の理由が挙げられていた
（写真 ₁）．
　①第 ₈回改正により₁₀万人の命が守られた，②胎児の
心臓は受胎からたった₂₁日で鼓動し始める，③アイルラ
ンドでは女性の妊娠は安全である，④英国では，ダウン
症と診断された胎児の₉₀％が堕胎されており，そのよう
な堕胎はアイルランドの平等の精神に反する，⑤生まれ
てくるすべての子どもは望まれた子どもであり，養子は
有効な手段である，⑥アイルランドでレイプされて妊娠
した女性の₇₄％は中絶をしておらず，その決断を後悔し
ていないと語る女性もいる，⑦胎児に異常がある場合，
思いやりのあるケアが行われる，⑧英国をはじめ他の
ヨーロッパ諸国では，妊娠した ₅人に ₁人が中絶を行っ
ている，アイルランドは₁₉人に ₁人である．国民投票で
負けたとは言え，₃₃.₆％の国民がこの意見に賛成してい

たことは事実である．
　筆者が滞在していた大学の同僚の複数が養子を迎えて
おり，それを特別視するような雰囲気は全く感じられな
かった．人口が少ないため，統計的には大きな数ではな
いが，アイルランド人にとって，養子はごく日常的なこ
となのだろう．また同大学には，高校在学時に出産して
子どもの父親と結婚し，家族の支援を受けて子育てしな
がら通う学生がいた．見るからに若いお母さんが赤ちゃ
んを連れている姿を街で時折見かけたが，この光景も，
カトリック国であり，中絶が禁止されていることと無関
係ではないと考えられる．

4．家庭科教育における保育（Childcare）の内容

　それでは，学校において，出産，子育てはどのように
教育されているのだろうか．
　我が国の中学校学習指導要領，「技術・家庭」家庭分野
では，｛A家庭生活と家族｝の領域の中に「幼児の生活と
家族」として，「保育」の内容が位置づけられている．
「幼児の発達と生活の特徴が分かり，子供が育つ環境とし
ての家族の役割について理解すること」「幼児にとっての

写真 1．「第 8回改正」を守るキャンペーンパンフレットとステッカー



遊びの意義や幼児との関わり方について理解すること」
「幼児とのよりよい関わり方について考え，工夫するこ
と」が内容として提示されている．
　また，高等学校「家庭基礎」では，「A人の一生と家
族・家庭及び福祉子供の生活と保育」領域の中に，「子供
の生活と保育」として「保育」の内容が位置づけられて
いる．「乳幼児期の心身の発達と生活，親の役割と保育，
子供を取り巻く社会環境，子育て支援について理解する
とともに，乳幼児と適切に関わるための基礎的な技能を
身に付けること」「子供を生み育てることの意義について
考えるとともに，子供の健やかな発達のために親や家族
及び地域や社会の果たす役割の重要性について考察する
こと」と発展した内容になっている．
　アイルランドでは，中等教育における必修教科は「ア
イルランド語」「英語」「数学」の ₃教科のみであり，そ
の他の教科はすべて選択教科である．₂₅～₃₀の教科から，
前期中等教育学校では約₁₀教科，後期では ₆～ ₈教科を
選択する．家庭科は，前述の「宗教教育」と同様，前期
および後期中等教育における選択科目として位置づけら
れている．前期課程は全体の₃₅～₃₆％，後期課程は₂₂～
₂₃％の生徒が家庭科を選択している．
　アイルランド前期中等教育における家庭科の内容領域
は，「食物学および調理技能」「消費者科学」「社会・健康
科学」「資源管理および家庭科学」「被服学」がコア領域
とされ，各々₄₀，₁₅，₁₀，₁₀，₁₀％と領域ごとの割合が
明示されている．選択領域は₁₅％で「保育」「デザイン・
クラフト」「被服製作」の中から ₁領域を選択する．後期
中等教育には「保育」の内容は含まれていない₇）．
　前期中等教育の家庭科は，完成年度を₂₀₂₂年とした改
組が現在進行中である．₂₀₁₇年に示された新しい統一カ
リキュラムには，「保育」領域の目的が以下のように示さ

れている．「この選択領域の主な学習は子どもの発達につ
いてである．家族の形成期における子どもの身体的・精
神的・情緒的発達が考察される．その目的は，生徒自身
が知識を身につけ，対人関係技能とケア技能を身につけ
るのを助けることである．これは，自分の家族の状況や
後の人生のための助けになるはずである．」さらに，₆項
目の内容が提示されている（表 ₁）．身体面・精神面・情
緒面の発達が提示されていること，また，特別に支援が
必要な子どもについて項目を設けていることが，我が国
とは異なる点であり₈），教科書にもその内容が見られる
（写真 ₂）．
　アイルランドでは，家庭科の授業実践の折に，ページ
数の多い，資料が豊富に掲載された教科書が用いられて
いる₉）．₂₀₁₆年に行った家庭科教師を対象とした調査に
より，前期中等教育家庭科教科書 ₄種の中で，最も多く
の教師に使われていた Folens社『Learning For Life』に
おける保育の内容に注目したい₁₀）（表 ₂）．
　₂₂ページにわたり，子どもの発達，乳幼児に与える食
事，安全と衛生，社会的支援・家族法について述べてい
る．大変詳細，具体的な情報を提供しており，我が国に
おける育児書の内容に近い．例えば「安全のヒント（₄₂₈
ページ）」では，「子どもの手の届かないところに保管し
よう」として「薬，洗剤・漂白剤，ポリ袋，マッチ・ラ
イター，ナイフやハサミなどの刃物，観葉植物」が挙げ
られていた．また，「トイレットトレーニングのヒント」
では，「楽しく，リラックスした環境で」「多くの励まし
や誉め言葉を使い，慌てない」「我慢して」「繰り返し短
時間，おむつを外してトイレに行かせるようにしよう」
「安定して魅力的なトイレを利用しよう」など，細かい₁₀
項目の注意事項が示されていた．
　アイルランドでは，前期中等教育の家庭科に「保育」

表 1．アイルランド前期中等教育家庭科：保育領域の概要

目標 環境と子どもの発達との関連を生徒に気づかせる

内容

人生の始まり：受胎，誕生および最初の年の基本的な理解

身体面の健康：子どもの身体発達の基本的な理解

精神面の健康：子どもの心の発達の基本的な理解

情緒面の健康 ：子どもの感情の発達の基本的な理解

特別なニーズを持つ子ども：生活上の障害と医学的障害，先天性障害

家族生活の変化：家族の構造，単純な家族法の概要説明と社会（家族の崩壊，助けを求める場所を含む）

生徒につく力

子どもの発達段階を知る

幼い子どもたちを理解し，関係をもつ

保育環境に貢献する

発達のニーズを見出す

NCCA “Junior Certificate Home Economics Syllabus” より筆者作成



表 2．アイルランド家庭科教科書「子どもの世話」領域の内容項目

₄₃ 子どもの発達
pp. ₄₁₆-₄₂₁

誕生の概要

₄₅ 安全と衛生
pp. ₄₂₈-₄₃₂

安全

安全のヒント
妊娠中の栄養 妊娠時に避けるもの 子どもを火傷から守る
妊娠女性へのアドバイス 窒息，溺死の予防

子どもの発達

環境 転落の予防
身体的発達

衛生

おむつ交換
情緒的発達 沐浴
社会的発達 歯のケア
知的発達 トイレトレーニング
子どもの発達段階 トイレトレーニングのヒント

₄₄ 食物と栄養
pp. ₄₂₂-₄₂₇

母乳
利点

被服
選択

課題 おむつ

人工栄養
哺乳瓶による授乳

₄₆

子どもの
健康サービス
と家族法

pp. ₄₃₃-₄₃₇

公的保健師
乳児への授乳 赤ちゃんの病院

食品衛生
感染予防 予防注射
殺菌 児童福祉のボランティア団体

赤ちゃんをくるむこと 子育て支援

離乳

離乳への準備 特別に支援が
必要な子ども

障害の例
適切な離乳食 特別に必要な支援
多様な食品を与える 家族法
₈か月以降の適切な食品 家族の崩壊
市販のベビーフード

C. Enright, M. Elynn “Learning for Life Third Edition” より筆者作成

写真 2．家庭科教科書「子育て支援」「特別に支援が必要な子ども」のページ

（Folens社『Learning For Life』₄₃₅頁）



が位置づけられており，子どもの発達や育児の詳細を学
習する機会が設けられている．教科書の内容は，前述の
ような宗教の影響は見られなかった．教科書は実際の育
児に直接役立つ有意義な内容を含んでいたが，アイルラ
ンドにおける家庭科は選択教科であり，その中でも「保
育」は選択領域である．したがって，我が国のように，
中学校，高等学校においてすべての子どもたちに学習の
機会が与えられてる状況にはない．

5．アイルランドの産休・育休と乳幼児の保育

　我が国の育児・介護休業法は，原則として子が ₁歳に
達するまで休業でき，保育所に入れない等の場合には育
児休業期間を最長 ₂年にまで延長が可能である（平成₂₉
年改正）．さらに₁₈₀日までは約 ₇割，それ以降は ₅割の
育児休業給付金が，雇用保険から支払われている．アイ
ルランドではどうか．
　アイルランドで雇用されている女性には，妊産婦休暇
₂₆週間が与えられる．産前 ₂週間は休暇取得の義務があ
り，産後休暇終了後に追加で₁₆週間休暇を取る権利があ
る．休暇中の給与給付は雇用契約による．実際には，産
後半年間の休業を取って，職場に復帰する女性が一般的
である．また，休業者のすべてに給与が保証されている
わけではない₁₁）．
　また，職場復帰後の子どもの保育の選択肢としては，

①クレッシュ（民間保育所），②チャイルドマインダー
（自宅で ₅人まで保育），③オーペア（ホームステイして
いる留学生が保育），④ナニー（子どもの自宅または保育
者宅で一人，きょうだいの保育），⑤祖父母による保育な
どがあげられる₁₂）（表 ₃）．育児支援 NPOのウェブサイ
ト，あるいは前述の家庭科教科書にも，このような民間
の保育方法が紹介されているのが現状である（写真 ₂）．
国の認定や補助はあるものの，我が国の，保育所や認定
こども園のような制度化された公的保育施設は存在せず，
「クレッシュ」も保育料や保育内容が施設により大きく異
なっている．
　一方，アイルランドの小学校には， ₆年間の義務教育
に加え， ₂年間の幼児学級が併設されており， ₈年制で
ある．小学校には Junior Infantsと呼ばれる ₄歳クラス，
Senior Infantsと呼ばれる ₅歳クラスが設置された ₈年制
であり，多くの子どもは ₆歳以前の幼児学級から就学し
ている． ₄歳児は約 ₄割， ₅歳児の殆んどすべてが小学
校に在籍している．前述のように，小学校の多くは修道
会が運営しているが，教育は無償である₁₃）．小学校以外
の就学前教育も無償化の方向にある．また，国の児童・
青少年局（Department of Children and Youth Affairs）
が管轄する地域の保育委員会（CCC: County Childcare 

Committee）により，一時保育や保健サービスなどの各
種子育て支援が行われている．働きながら育児する母親

表 3．アイルランドの託児施設

クレッシュ チャイルドマインダー

◆最も一般的な育児の一形態で，国のガイドライン（HSE）に
従う民間保育所
◆通常 ₃～₁₂ヶ月，通常₁₂～₂₄ヶ月，₂～ ₃歳に分かれて保育
される．₀歳児は ₃人に ₁人，₁・ ₂歳児は ₆人に ₁人，₃
歳児は ₃人に ₁人の保育士が基準である
◆子供の数は，施設で利用可能なスペースに依存する．すべて
の保育士は，HSEによって定められたガイドラインに従っ
て訓練されている．
◆屋外遊び場があり，ほとんどの施設には健康的で栄養価の高
い食事を提供する調理室がある
◆通常，午前 ₇時₃₀分から午後 ₆時₃₀分まで開かれ，保育時間
は選ぶことが出来る
◆施設により保育内容，保育料などが異なる

◆自宅で育児サービスを提供する施設．₆歳未満の子供を ₅人
まで収容することができる
◆チャイルドマインダーの組織に登録している者が多い．柔軟
性があり，必要に応じてフルタイムとパートタイムのケアを
受け入れやすい
◆暖かく思いやりのある雰囲気の「家庭環境」を提供できる．
₁日を通して子供のための教育活動を提供し，子供が昼寝を
したり静かな時間を過ごすことができる静かな場所である
◆食事は親が食事を用意する場合と，チャイルドマインダーが
提供する場合がある
◆子どもの数は少ないが，適切な資格を持たない者もいる

オーペア ナニー

◆保育と家事の手伝いの代わりに，部屋，生活費，お小遣いを
提供される英語学習のための留学生
◆「au pair plus」は経験を持つ．より長い時間（週₃₀-₄₀時間）
働き，週に ₂泊までベビーシッターを行う．より多くの経験
を持っている
◆スタンダードオーペアの小遣いは₈₀から₁₀₀ユーロで，オー
ペアプラスは₁₂₀から₁₈₀ユーロ
◆費用対効果が高い保育であり，家族の週内の柔軟性を可能に
するが，経験と資格が不足している可能性がある

◆育児をキャリアとして選んだ経験豊富な専門家，専門的な経
験と関連資格を持っている．子どもの自宅で保育し，住み込
みの者もいる．人気のある保育形態である
◆保育・教育活動は週₄₅-₅₀時間．家族によって正式に雇用さ
れるため，法定休暇と祝祭休暇，祝祭日を受ける権利があ
る．
◆費用は週₅₀₀から₆₀₀ユーロ
◆雇用主としての登録に関連する書類が必要



へ補助金（フルタイム月額₂₀ユーロ，パートタイム₁₀
ユーロなど）が支給されるものの₁₄），産前・産後の休暇
や託児施設に関しては，課題があるのが現状である．
　アイルランドでは，この₃₀年で女性の就業率が急増し
た．年齢階級別労働力率をみても，₂₅歳から₄₄歳の女性
の約₇₅％が就労している₁₅）（図 ₁）．急速な女性の社会進
出に公的支援が追い付いていないのであろう．
　筆者が赴任していた大学にも，乳幼児を育てながら仕
事を続ける職員が複数勤務していた．最も多い子どもの
預け先は「クレッシュ」であったが，中には長期にわ
たって一人の「ナニー」に子どもの世話を託している教
職員，夫の祖父母に乳児を預けて遠方から通う教職員が
見られた．保育内容から， ₀ 歳児の保育料が ₁ か月₉₀₀
ユーロのクレッシュを選んだ教員もいた．

6．アイルランドの出生率と女性の活躍

　それでは，急速な女性の社会進出を経験したアイルラ
ンドの出生率の動向はいかなるものであろうか．
　アイルランドの合計特殊出生率は₁₉₈₀年の₃.₂₁から，
₁₉₉₀年には₂.₁₁と急激に減少した．その後₂.₀前後をたど
り，₂₀₁₅年は₁.₉₄であった₁₆）．他のヨーロッパ諸国と同
様，初婚年齢が上昇し，少子化が進んでいるが，まだ人
口置き換え水準を大きく下回らない数値を保っている．
また，₂₀₁₇年度はヨーロッパ諸国で最も高い出生率を記
録し，人口増加が報じられ，ベビーブームの再来と言わ
れている₁₇）．
　一方，₂₀₁₇年世界経済フォーラム（WEF）のジェン
ダーギャップ指数ランキングでは，アイルランドは北欧
諸国などに次ぐ ₈位であった₁₈）．教育に関する男女差が
全くなく，政治参画の順位が高い（経済参画₅₀位/₁₄₄か
国中，教育₁/₁₄₄，健康₉₆/₁₄₄，政治参画₆/₁₄₄）．第 ₇・
₈代大統領は共に女性であり，政治参画の順位に影響し
ている．経済参画に影響を及ぼす女性の管理職割合は，
₂₀％を上回る北欧諸国，フランス，英国などには大きく

及ばないが，₁₀.₃％（₂₀₁₄年OECDによる）であり，我
が国の₃.₁％の約 ₃倍となっている₁₉）．我が国のランキン
グ順位は，アイルランドを大きく下回る₁₁₄位であったこ
とはよく知られている（経済参画₁₁₄位/₁₄₄か国中，教育
₇₄/₁₄₄，健康₁/₁₄₄，政治参画₁₂₃/₁₄₄）₂₀）．

7．働きながら子育てする女性の事例

　アイルランドにおいては，我が国ほど産休，育休の制
度が充実しておらず，子育てしながら就業を継続するた
めの託児施設も充分に制度化されていない．にもかかわ
らず，合計出生率は我が国のように低い水準にはなく，
むしろ出生数が増加している．また，子育て年齢の労働
力率は我が国を上回り，管理職率は我が国よりはるかに
高い．男女の平等は，フィンランドの「ネイボラ」に代
表される子育て支援が充実した北欧諸国に伍して実現さ
れている．この状況にはどのような背景があるのだろう
か．
　ここで，育児しながら職業を継続している ₂女性の事
例を簡単に紹介したい．
【中等教育学校教師，A氏の事例】
　A氏はアイルランド地方都市の中等教育学校に勤務す
る₃₀歳代後半の日本語教師である．大学を卒業して約 ₂
年間日本に滞在して日本語の勉強をした後，郷里の中等
教育学校に就職した．₂₀₁₇年当時， ₇歳と ₄歳の娘を持
ち，夫が「専業主夫」として家事，育児を担当していた．
アイルランドでは，毎年，前・後期中等教育の国内統一
終了資格試験が行われている．その際，A氏はオーラル
試験の試験官として各地に度々出張に行かなければなら
ないが，その際もすべて夫が子どもたちの世話をしてい
た．
【家庭科教師養成課程教員，B氏の事例】
　B氏は，アイルランド国立大学に勤務する₃₀歳代半ばの
被服学教員である．₂₀₁₇年当時， ₁歳の子どもをクレッ
シュに預けて仕事を続けていた．夫は家業である酪農に従

図 1．アイルランド年齢階級別労働力率（2016）



事していたが，転職のためのキャリアップを目的として
大学に入学し，学生であった．家事・育児は随時，夫と
妻が協力して行っていた．
　両者とも家計の担い手は妻である．この家族以外にも，
筆者の周辺には夫より収入の高い妻が複数見られた．我
が国の結婚に関する意識調査では，女性の₆₇.₂％が「結
婚相手に求めること」を「経済力」と回答し，「性格」に
次ぐ ₂位であった₂₁）．また，男性の₃₅.₂％が「結婚して
いない理由」を「結婚生活資金が足りないと思うから」
と回答している₂₂）．妻の収入で家計を賄うことは一般的
ではない．アイルランドでは，収入が高く安定した教育
部門では，₇₅％を女性が占めている₂₃）．全体としての男
女の賃金格差は決して小さくないものの（₁₂.₈％で
OECD諸国中₁₂位，日本は₂₆.₆％で ₂ 位），高学歴女性
の就業の安定や，男女の役割に対する意識の柔軟性が，
充分ではない条件下での女性の活躍の要因の ₁つと考え
られる．

8．おわりに

　アイルランドの出産と子育てについて，我が国の状況
と比較しながら述べてきた．冒頭にあるように，アイル
ランドは，カトリックを背景とした保守的な考え方が根
強い国であることは否めない．中等教育学校での家庭科
の選択も女子が多く，未だ保護者が「女の子に家庭科を
学ばせたい」と考えている₂₄）．しかし，子育てをしなが
ら職業を継続する女性が増え，男女の格差が縮まってい
る．それは子育て支援の充実がもたらしたものではなく，
柔軟な意識によるものと考えられるが，その背景につい
ては，さらなる分析が必要である．
　子育て支援制度の整備が進む我が国であるが，その成
果が，少子化の是正や女性の地位向上に結びついている
とは言えないだろう．一方，我が国の家庭科教育は，
小・中・高等学校で男女必修という点では，他国には類
を見ない充実度を誇っている．この貴重な学習時間にお
いて，出産，子育ての重要性と女性の地位向上につなが
る意識を育むことは，極めて重要な使命であろう．

　家庭科教科書出版社 Folens社，および事例にあげた A

氏，B氏には，掲載についての許可を要請し，承諾を得
た．
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